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完全税方式の年金制度の下での資本蓄積

Capital Accumulation under perfect tax-based state pension system 

難 波 安 彦* 
NAMBA Yasuhiko 

現代日本の年金制度改革の重要論点の一つは基礎年金の完全税方式化である。 国民年金未納率の高 さ、 厚生年金の空洞

化等によ り 、 特に2000年以降、 基礎年金の税方式化、 さ ら には公的年金の完全税方式化の議論がな さ れてき た。 例え ば、

2009年 2 月16 日に日本経済団体連合会が発表 し た社会保障制度の改革案においても基礎年金を 「全額税方式」 に段階的に

移行す るこ と が提言 さ れてい る。 

本稿では世代重複モデルの枠組みで完全税方式の年金制度が資本蓄積に どのよ う な影響を与え るかを理論的に検討 し

そ し て資本の生産性、 所得税率、 消費税率の変化が資本蓄積に及ぼす影響 を明 ら かに し
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は じ めに

現代日本の年金制度改革の論点はい く つかあるが、 基

礎年金を完全税方式にするべきかどう かは重要な論点で

ある と思われる。 国民年金未納率の高 さ、 厚生年金の空

洞化等によ り 、 2000年以降、 基礎年金の税方式化、 さ ら

には公的年金の完全税方式化の議論がな さ れてき た。 例

えば、 2009年 2 月16 日に日本経済団体連合会が発表した

社会保障制度の改革案において も基礎年金を 「全額税方

式」 に段階的 に移行す る こ と が提言 さ れてい る。 高山

(2008) には次のよ う に書かれてい る。 

「基礎年金の税方式化 を本年早々、 日本経済新聞社が

社論と し て提言 し て以来、 基礎年金をめ ぐ る議論が盛ん

にな っ てき た。 朝日新聞社が日経の社論に異 を唱え る一

方、 読売新聞社は月額 5 万円の最低保障年金創設を提案

し た。 日本経済団体連合会、 経済同友会や連合な ど日本

の労使代表は、 基礎年金を税方式に切 り かえ るべき であ

る と 従来から 主張 し てい た。 民主党 も マ ニ フ ェ ス ト の中

で、 すでに税方式化 を強 く 求めている。」 ' ) 

現実 と し ては カ ナ ダやオース ト ラ リ アにおい て基礎年

金部分の完全税方式が採用 さ れている。 また計画経済期

の中国の都市年金制度は実質的に完全税方式であ っ た2)。 

上掲の高山 (2008) は、 こ の情勢に対応 し て基礎年金の

完全税方式への切り かえによ っ て年金負担がどのよ う に

変 わ る のか を示 し た。 高山 (2008) のみな ら ず上村

(2001)、 佐藤 ・ 上村 (2006)、 島澤 (2004)、 橋木他

(2006) 、 橋本 ・ 木村 (2010) 、 本間 ・ 跡田 ・ 岩本 ・ 大竹

(1987) 等も公的年金の税方式化について詳 しい検討 を

行 っ てい る。 

た 0 

本稿では 2 世代の世代重複モデルの枠組みで完全税方

式の年金制度が資本蓄積に どのよ う な影響 を及ぼすかを

経済理論的に分析 し たい。 

I 家計の行動

本稿のモ デルは二期間世代重複モ デルと す る。 そ し て

家計は以下の消費行動 を取る も のと する。

t 期に生ま れた人々は若年期に一単位の労働 を行う が、

t 期の労働一単位の実質賃金率 をa),と す る。 従 っ て、

t 期に生ま れた人々の所得はco,で あ り 、 所得税率 を twと

す る と 税引 き 後所得は (1 tu,) a),で あ る。 t 期に生ま れた

人々はt 期末にこ の所得 を消費 ( (1 十to) d) と貯蓄(s,) 
に分け る。 こ こ で toは消費税率であ り dはt 期に生ま れた

人々のt 期の消費水準であ る。 そ し て t 期に生ま れた人々

は老年期のt + 1 期に、 増加 し た貯蓄 (」Rf+,s, : 利 子率 を r 

と し て R= 1十r で あ る ) と年金 (pf+,) を消 費 ( (1 十to) 
d+,) す る。

効用関数を対数型 と す る と 、 以上によ り 、 効用関数と

予算制約式は次のよ う になる。 

= 109 c ff 十 
1 

1十ρ 
109 of

f 十1 

(1 十 to)C t t 十 St = (1 - t w)の1 

(1 十 f c)C
f- = -S t 十 f+1 

1 

2 

3 

年金 p の水準 を考え る。 税方式の場合、 t+ 1 期の時点

で考え る と、 年金財政の均衡式は次よ う になる。 

- t = f l f+ l t+1 十 f c( o f+1_
f+1 十 o f _

t) 
本稿では簡単化のために労働者人口の成長率はゼロ と
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C t 十1 = 

であ る。 ま た(3)よ り 、

t
C t l1 = R_ s, 十p_

1+ to

である。 従っ て、 (4)~ (6)よ り 、

p t+1 = ( tw十 to - - t es t+1 十 t oRt+i S, 

である。 (1)~ (3), (7)より 、

一9
(1- t w)0t -S t 

1 
1十t f 

1°9( 
}十 

1十ρ

で あ るが、 最適貯蓄水準 を求める ために0 sf = 0 とす

る と 、

-1 1 %s = (1 - tw) t - S t 

であ る。 従 っ て、 最適貯蓄率に関す る式は次のよ う にな

る。 

(2 十10)(1十to)Rt+1s t 十 (1十ρX t w 十 t o t+1 - (1十ρ)test+1 

II 企業の行動

企業は資本と 労働を用いて生産活動をする ものと す

全ての企業は同一の技術 を持つも のと す るが、 生産関数

は次式で表 さ れる も のと す る 3)。 生産物市場 も生産要素

市場も完全競争市場である ものと する。 

但 し Y'、 K '、 L。'、 は企業 i の生産水準、 資本ス ト ッ ク、

(時間 を通 じ て一定であ る) 労働量を表わす。 z は全て

の企業に共通する全要素生産性である。 本モデルでは企

業 , の利潤 (π') の定義式は次式のよ う になる。 

f
l = Zf(Kf

i)a( )1 α
一

f K f
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f

企業の利潤極大化行動によ り 、 資本労働比率を
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b, 
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す る。 従 っ て、 初期の労働者人口 を L。と す る と 、

L, ,=L。であり 、 従っ て、

f+1 = fw 一 十fc(C-f+1 十 C f-)
であ る。 と こ ろで(2)よ り 、

_ t十1 (1- t w)の t十1 - S t十1 5 

十 

1十ρ { 」R-・St 十 ( t w 十 t o t+1 - t cS一 十 t oRt+1s t} =0 

πt
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一
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f
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K t
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t =αZf( f
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全 ての企業は同一の技術 を持つ も のと す る ために全 て

の企業において賃金率と 1 十利子率は(13) (14)であ るから、

全ての企業の資本労働比率は同一であ り k'= k と なる。 

こ こ で企業間の外部性を次式のよ う に考え る 4)。 

Z t = ( f )1 a > 0 
(15) より 、 賃金率と 1 十利子率は(16) (17) と なるc 

1iiJt = (1 - α)Akt 

R = otA f 

15 

16 
17 

m マ クロ均衡

本節ではマ ク ロ均衡を考え る。 先ず財市場の均衡を考

え る。 こ の場合、 貯蓄 と投資が等 し く なるが、 こ の タイ

プの二期間世代重複モ デルでは、 資本蓄積に関係す るの

は今期の若い世代の貯蓄だけ であ る。 従っ て、

と な る。 こ れか ら 、
Kt 十1 = St L0 

s, = k_
と なる。 この場合、 (10)、 (16)、 (17)、 (19)より、

(1十ρ)to kt+2 - {(1十ρX1一α)(tw十to)十 (2 十ρX1十to)α}Akt+1 

18 

19 

(20 
十 (1 十to)(1 tw)(1 α) 2kt = 0 

と な る。 (20) の定常解 k は、 k,+2= k,+,= k,= k とすると、

(1十ρ)tc- {(1十ρX1一α)(tw十to)十(2 十,o,)(1十to)α} 

で あ る か ら 、

(21) 
A 十(1十to)(1- tw)(1一α)αA2 = 0 

k= 0
である。 (20) の固有方程式は、

であ るか ら 、

{(1 十:))(1 - α)( tw十to)十 (2 十ρ)(1 十to }A 十、「ID 

(22) 

23 

2tc(1+ρ)
{(1 十ρX1 - α)( tw十to)十 ( 2 十 ,0')(1 十to }A - 、「i)D 

と す る と 、 次の二式が導かれる。 
D= 

2 tc(1十ρ) 
{(1十/0)(1- a)(tw十to)十 (2十ρ)(1十to)a}2 A2 - 4tc(1十ρ)(1- tw)(1十text- a) 2 

= A2{(1十/0)(1一α)( t, 十to)十 (2十ρ)(1十to)α}2 - 4tc(1十ρ)(1- tw)(1十to)α(1一α)] 

であ る。 と こ ろで、 (24 

T = {(1十f))(1一α)( tw十to)十 (2 十ρ)(1十to)α}2 - 4tc(1 十 /0)(1- t、)α(1一α) 

と す る と 、
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B= {(1 
と す る と 、

b =1 

であ るが、 こ こ で

= 
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T = {(1十;))(1一α)(tw十to)十 ( 2 十 /0)(1十to)α}2 - 4tc(1十ρ)(1- tw)(1十to)α(1一α)
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であ る。 従 っ て、

D= _
A2t{(1+ /o)(1一α)(tw+ to)+(2+,o)(1+ to } 25 

- 4tc(1十ρ 1- tw)(1十to)a(1一α)]>0 

であ るか ら b,、 b2 は実根 で あ る。 よ っ て、

f = CI ( 1 )t
十 C 2 (b2 )f C, , C2は任意定数

である。 (24) より 0 < b2 < b,であるから、 b,> 1 の時にk, 
は持続的に増加する。 またb,< 1 の時にk, は持続的に減

少する。 こ こ では労働者人口の成長率 をゼロ と し てい る

か ら 、 b,> 1 の時に資本ス ト ッ ク の成長率は プ ラ ス で あ

り 、 資本ス ト ッ クは持続的に增加する。 またb,< 1 の時

に資本ス ト ッ ク の成長率はマイ ナスであり 、 資本ス ト ッ

クは持続的に減少する。

と こ ろで (11)、 (15) より 、

1 = K f
1

であ るから、 A は資本の生産性 を表すc 

十ρ)(1一α)( tw十to)十 (1 十/0)αto 十(2十ρ)α}2 

(27) 
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= f [2{(1+ρ)(1一α)(tw+ to)+(2+ρ)(1+ to)α}(1+ρX1一α)

十4 tc(1 十ρ)(1 十to)a(1 - α)] >0 
であ るから、

であ る。 即 ち、 所得税率 twが増加 し た時にb, は上昇す

る 。 よ っ て 、

と な っ た時に資本ス ト ッ ク の成長率は プ ラ ス で あ り 、 資

本ス ト ッ ク は持続的に増加す る。 逆に所得税率twがその

水準よ り 小 さ い場合はb, < 1 と な り 資本ス ト ッ ク の成

長率はマイ ナスであり 、 資本ス ト ッ クは持続的に減少す

る。

次に資本蓄積と消費税率toの関係 を調べ る ためにb, を

t o で偏微分する と 、

b =1 

で あ るか ら 、
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得税率twが一定水準よ り 大き く b, > 1 
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である時、 従 っ て、 (29)が成立す る時に b, > 1 であり 、 k, 
は持続的に増加す る。 従 っ て、 資本ス ト ッ ク の成長率は

プラ スであ り 、 資本ス ト ッ クは持続的に增加す る。 逆に、

2tc(1+ρ) 
(30 

と な る。 従 っ て、

v,

一 35 

であ る。 即 ち、 消費税率 toが増加 し た時に b, は下落す

る。 よ っ て、 所得税率 to が一定水準よ り 小 さ く b, > 1 
と な っ た時に資本ス ト ッ ク の成長率は プラ スであ り 、 資

本ス ト ッ ク は持続的 に増加す る。 逆に消費税率 toがそ

の水準よ り 大き い場合は b, < 1 と な り 、 資本ス ト ッ ク

の成長率はマイ ナスであ り 、 資本ス ト ッ クは持続的に減

少する。 

{(1十ρ)(1一α)(tw十to)十 (2十ρ)(1十to)α}十、「B 
であ る時、 b,< 1 であり 、 k,は持続的に減少する。 資本

ス ト ッ ク の成長率はマ イ ナスであ り 、 資本ス ト ッ クは持

続的に減少する。 つま り 、 資本の生産性の増減と比例的

に資本ス ト ッ ク は増減す る。

次に資本蓄積 と 所得税率 tu,の関係 を調べ る た めにb, 

を twで偏微分す る と 、
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十
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結論

本稿では現代の日本の年金制度改革の論点の一つであ

る年金の完全税方式化に対応 し て 2 世代の世代重複モデ
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ルの枠組みで完全税方式の年金制度が資本蓄積に どのよ

う な影響 を及ぼすかを理論的に検討 し た。

本稿のモ デルの枠組みにおけ る結論は次の三つで あ る。 

① 資本の生産性の増減と比例的に資本ス ト ッ クは増

す る。 

減

② 所得税率が一定水準よ り大き い時に資本ス ト ッ クの

成長率は プラ スであ り 、 資本ス ト ッ クは持続的に増加

する。 逆に所得税率がその水準よ り小 さい場合は資本

ス ト ッ ク の成長率はマ イ ナス であ り 、 資本ス ト ッ ク は

持続的に減少する。

③ 消費税率が一定水準よ り小 さい時に資本ス ト ッ クの

成長率は プラ ス であ り 、 資本ス ト ッ クは持続的 に増加

す る。 逆に消費税率がその水準よ り 大きい場合は資本

ス ト ッ ク の成長率はマイ ナス であ り 、 資本ス ト ッ クは

持続的に減少する。

以上は経済モデルから数理解析的に導出 し た も のであ

る。 その背後にあ る メ カ ニ ズ ムについ ては今後 さ ら に検

討 し たい。 

注

1 ) 高山 (2008) p.1.
2 ) 鐘 (2004) p34.
3 ) 本稿での生産関数に関 し ては、 特に Gilles (1992),

Hubert and Keister (2003), Mine and Shibata (2000),
Fisher and Heijdra (2008) を参考に し ている。

4 ) この全要素生産性の定式化は特に Fisher and Heijdra
(2008) を参考にし てい る。 
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